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宇和島藩に属していたことなどもあり、古くから歴史文化を共有している

ほか、主として、国道197号によって住民の相互交流を行うなど、極めて強

し、一体性を持っている。

また、地域内の4町等が主体となって有線テレビジョン放送事業を実施

し、地場iの情報を中心にした自主番組を放送するなど、地域内の情報交流

や、コミュエティ活動も活発で、ある。

さらに、 4町はいずれも電源立地促進対策交付金や電源、立地特別交付金

の交付対象自治体であり、四園地域における最大の電源、供給地域として、

生産活動や住民生活等を支え、社会に貢献してきたという自負を共有して

し、る内

イ 立地地域におけるこれまでの電源三法交付金制度の適用、地域振興施策の

状況

1 

（ア）電源三法交付金制度の適用

電源、三法交付金制度の適用実績（昭和49年度～平成13年度）としては、

約174億円が立地地域に交付されている。

このうち、交付金額の約 7害1］を占める電源立地促進対策交付金は約120

億円が交付され、産業振興施設、教育文化施設、道路、環境衛生施設など

公共施設の整備が進み、生活環境が向上している。

また、電源立地特別交付金のうち原子力発電施設等周辺地域交付金枠で

は約24億円が、原子力発電所の周辺地域の家庭や企業等に対し、電気料金

引き下げのための給付金として交付されており、家庭生活や企業の生産活

動に大きく寄与している。

同じく、電力移出県等交付金枠では3億円が交付され、企業導入や産業

近代化に係る事業、教育文化施設の運営や簡易下水道の整備ーなど、地域住

民の福祉対策に係る事業に充当されている巴

さらに、広報・安全等対策交付金は約19億円が交付され、周辺地域住民

の原子力発電施設に関する知識の普及や安全確保に係る事業などが実施さ

れている。

このほか、原子力発電所の立地市町村の長期的な振興を図る原子力発電

施設等立地地域長期発展対策交付金や、地域産業の発掘、育成を支援する

ための電源地域産業育成支援補助金等が交付されるとともに、電源、三法交

付金以外でも、原子力災害対策施設整備費交付金の交付を受け、原子力災

害が発生した場合の対策拠点施設となる愛媛県オフサイトセンターが伊方
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町の2町であるが、両町では、それぞれ過疎地域自立促進計画を策定し、

基幹産業である農水産業の振興、交通通信体系の整備、少子高齢化対策

の促進、地域特性を生かした地域間交流の促進等を進め、地域の自立促

進を図っている。

b 半島振興法

半島振興法は、三方を海に固まれ、平地に恵まれず、水資源、が乏しい

等の制約から、他の地域に比べ低位にある半島地域の産業基盤及び生活

環境の整備等を、広域的かつ総合的に実施するための施策を講じ、地域

住民の生活の向上と国土の均衡ある発展に資することを目的に、昭和60

年から施行されている。

愛媛県では、同法に基づき、立地地域の4町を含む6市町が「佐田岬

地域Jとして指定され、地域をつなぐ総合交通網の整備、かんきつ農業

と水産業を核とした先進農水産業地域の形成、農水産業と連携したファ

ミリーレジャー型観光レクリエーション基地の整備、地域の将来を担う

人材の育成などによる地域振興に取り組んでいる。

ウ 産業構造の変化、地域の経済的な産業立地特性、各種総合計画における位

置付け等に配慮した立地地域の社会的・経済的発展の方向性

（ア）産業構造の変化

第一次産業では、農林水産業の全てにわたり、担い手の高齢化、後継者

不足、農林水産物の価格低迷等により、就業者数、生産額ともに減少して

いる。

特に、農業は、平地が極端に少なく、傾斜地が多いことから、 4町とも

に、うんしゅうみかんや夏みかん、いよかんなどの栽培が中心であり、か

んきつ栽倍の盛んな本県においても屈指の生産地であるが、一戸当たりの

経営面積は狭い。

また、林業は農業との兼業が大部分であり、林業を主業とする林家は極

めて少ない。

さらに、水産業は、一本釣りや底びき網、定置網等による沿岸j魚、業が主

であり、総じて小規模経営のものが多く、漁獲量はほぼ横這いの傾向にあ

る。’魚価の低迷等により経営は悪化しているが、近年、遊漁や養殖業のほ

か、魚のブランド化や小魚などを原料とした水産加工品の生産などにもカ

を入れている。

第二次産業では、保内町においては製造業の割合が高く、菓子や冷凍食
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ンド品として通用するものもあり、今後も、ブランド化や高付加価値化

の推進、流通経路の見直しゃコストダウンのほか、これらを利用した郷

土料理や土産品の開発などにより、全国へ広く PRできる特産品となる

ことが期待されるc

c 四国と九州の交流拠点

立地地域は、その幅およそ13.9 k mの豊予海峡を挟んで、九十｜、しと対峠

しており、九州への四国の西の玄関口として古くから重要視されてきた。

特に、国道197号や国道378号の開通以来、県都松山市から佐田 l~fjl半島を

経由して九州へ至る海上輸送の需要が急楢じており、今後、その中継基

地としての役割がますます増大するものと予想されているも

また、立地地域は、均衡のとれた多軸循環型国土の形成を目指す太平

洋新国土軸構想における四国側lの重要な交流拠点、となるとともに、 J物流

機能を補完する多様な機能の整備により、太平洋新国土軸の一翼を担う

海峡交流圏として、将来に向けて限りない可能性を秘めている圏域であ

る。

d クリーンエネルギー導入の実践地

近年、地球環境を保全するとともに、石油などの化石燃料に偏ったエ

ネルギ←源、の多様化を図るために、安全でクリーンなエネ／レギーとして、

太陽光発電や風力発電といった新エネルギーの導入が全国で進められて

いる。

立地地域においても、豊後水道に突出し、年中、季節風が吹いている

佐田岬半島の地形を利用して、瀬戸町で、出力1,000 k W級の風車ll基の』

建設が進められており、平成15年度から発電が開始される予定となって

いる。伊方町や三崎町においても風力発電の計画が検討されてrいる。

また、原子力発電も二酸化炭素を排出しないクリーンエネノレギーで、あ

ることから、これらの計画が実施されれば、立地地域は、クリーンエネ

ルギーの一大メッカとして全国の先進地となり、地球環境保全への寄与

のみならず、地域全体のイメージアップや観光面への波及効果も多大な y

ものになると期待される。

e 都市住民との交流

立地地域の範囲の大部分を占める農漁村は、美Lい自然、豊かな農産

物や魚介類、歴史的ょ文化的資産を有していることから、都市住民の多

様な余暇活動の受け皿としての役割を果たすことが期待される。
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c 

化資源、等のネットワーク化を図り、グリーン・ツーリズムやブ、ルー・

ツーリズムなどを広域的に展開できる複合型レクリエーション・リゾ

ートエリアの形成を目指すほか、九州地方との交流拠点としての基盤

整備を進めることとしているロ

O豊予海峡県際交流圏

「大洲・八幡浜生活経済圏」と「大分県大分臼杵圏jを中心とする

海峡交流圏として位置付けており、当面は、広域観光ルートの形成、

資源管理型漁業の推進、付加価値の高い農林水産品の開発促進などに

取り組むこととしている。

佐田岬地域半島振興計画（平成7年～平成16年）

立地地域の 4 町を含む 6 市町を対象に策定された佐田山I~地域半島振興

計画において、地域をつなぐ総合交通網の整備、かんきつ農業と水産業

を核とした先進農水産業地域の形成、農水産業と連携したファミリーレ

ジャー観光型観光レクリェーション基地の整備、地域の将来を担う人材

の育成等を推進する。

②人口及び産業の推移と動向

ア 人口の推移と今後の見通し

立地地域の人口は、平成12年国勢調査によると24,457人で、愛媛県全体の

人口1,493, 092人の約1.6%となっている。

この地域では、雇用の場が乏しいことなどから、若者層を中心とした地域

外への著しい人口流出が続いているほか、少子化の進展に伴う自然減少もあ

り、昭和50年以降25年間で約24%も人口が減少している。

また、年齢階層目ljでは、 65歳以上の老年人口の割合が、各町とも20%をは

るかに超え、立地地域全体では29.5%となっており、県全体の21.4%を大き

く上回っている。

今後の立地地域全体における将来の人口については、本言十回最終年次であ

る平成22年の推計人口は、保内町が9,574人、伊方町が5,767人、瀬戸町が

2,383人、三崎町が3,292人で、立地地域全体では14%程度の人口が減少する

と推計されており、地域振興による若者層の定住促進対策や少子・高齢化対

策などが緊急の課題となっているc
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人口の推移と今後の見通し（立地地域内訳） （単位：人、（ ）は%）

町
年 度

人 口
世帯数 備 考

名 総 数 。～14 15～64 65～ 
昭和50年 11, 705 2, 745 7, 401 1, 559 3, 477 

(23. 5) (63. 2) (13. 3) 

昭和55年 11,934 2, 696 7, 542 1, 696 3, 709 

保 (22. 6) (63. 2) ( 14. 2) 

昭和60年 12,022 2,627 7,503 1, 892 3,818 

(21. 9) (62. 4) (15. 7) 

内 平成2年 11, 721 2,280 7, 344 2,097 3,872 

(19. 5) (62. 6) (17. 9) 

平成7年 11, 519 2, 023 7, 128 2,368 4,039 
町 (17. 6) (61. 9) (20. 5) 

平成12年 10, 921 1, 727 6, 596 2,598 4, 011 

(15. 8) (60. 4) (23. 8) 

平成22年 9,574 推 計

昭和50年 8,965 2,287 5,537 1, 141 2, 501 

(25. 5) (61. 8) (12. 7) 

昭和田年 8, 502 1, 964 5, 342 1, 196 2, 728 

伊 (23. 1) (62. 8) (14. 1) 

昭和60年 8, 163 1, 719 5, 109 1, 335 2,642 

(21. 1) (62. 6) (16. 3) 

方 平成2年 7, 796 1, 455 4,824 I, 517 2, 720 

(18. 7) (61. 9) (19.4) 

平成7年 7, 149 1, 210 4,266 I, 673 2,595 
町 (16. 9) (59. 7) (23. 4) 

平成12年 6,569 972 3, 700 1, 897 2,471 

(14. 8) (56. 3) (28. 9) 

平成22年 5, 767 推 言十

昭和50年 4,539 1, 031 2,660 848 1,569 

(22. 7) (58. 6) ( 18. 7) 

昭和55年 4, 103 762 2,488 853 1, 453 

瀬 (18. 6) (60. 6) (20. 8) 

昭和60年 3, 726 593 2,222 911 1, 486 
(15. 9) (59. 6) (24. 5) 

戸 平成2年 3,316 499 1, 848 969 1, 367 

(15. 0) (55. 7) (29. 3) 

平成7年 3, 104 428 1,612 I, 064 1, 309 
町 (13. 8) (51. 9) (34. 3) 

平成12年 2,813 351 l, 342 I, 120 1, 253 
( 12. 5) (47. 7) (39. 8) 

平成22年 2,383 推 計

昭和50年 6,888 1, 531 4, 209 1, 148 2, 137 

(22. 2) (61. 1) ( 16. 7) 

昭和55年 6, 148 1, 110 3, 858 l, 180 2, 081 

(18. 0) (62. 8), (19. 2) 

昭和60年 5, 535 879 3,440 1,216 1, 963 

(15. 9) (62. 1) (22. 0) 

崎 平成2年 4,948 697 2,942 1,309 1, 906 

(14. 1) (59. 4) (26. 5) 

平成7年 4, 534 578 2,512 1,444 l, 856 
町 (12. 8) (55. 4) (31. 8) 

平成12年 4, 154 475 2,068 l, 611 l, 797 
(11. 4) (49. 8) (38. 8) 

平成22年 3, 292 推 言十
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産業の推移（立地地域内訳） （単位：人、百万円、（ ）は%）
第一次産業 第一次産業 第二次産業

就業人口 総生産額 就業人口 総生産額 就業人口 総生産額

昭和50年
1,513 1, 541 1, 784 4, 338 2, 125 3,607 

(27. 9) ( 16. 3) (32. 9) (45. 7) (39. 2) (38. 0) 

昭和田年
1, 323 1, 733 1, 996 6,884 2,353 6,682 

保 (23. 3) (11.3) (35. 2) (45. 0) ( 41. 5) (43. 7) 

昭和60年
1, 240 2,485 l, 857 8,990 2, 541 9,622 

(22. 0) (11.8) (32. 9) (42. 6) (45. 1) (45. 6) 

内 1, 192 2, 516 1, 947 10, 920 2,497 11, 959 
平成2年

(21. 2) (9. 9) (34. 5) (43. 0) (44. 3) (47. 1) 

平成7年
1, 080 2,395 2,040 13, 576 2, 686 14,590 

町 (18. 6) (7. 8) (35. 1) (44. 4) (46. 3) (47.8) 

平成12年
982 1, 348 1, 783 10,974 2,617 14,894 

(18. 3) (5. 0) (33. 1) (40. 3) (48. 6) (54. 7) 

昭和50年
1, 959 2, 378 1, 345 6, 324 998 2, 740 

(45. 5) (20. 8) (31. 3) (55. 3) (23. 2) (23. 9) 

昭和田年
1, 785 3,061 1,225 9, 395 1, 257 26,060 

伊 (41. 8) (7. 9) (28. 7) (24. 4) (29. 5) (67. 7) 

昭和60年
1, 693 3, 716 1,043 4,481 1, 353 56, 381 

( 41. 4) (5. 8) (25. 5) (6. 9) (33. 1) (87. 3) 

方 1, 439 3, 982 1, 007 3,356 1, 545 41, 498 
平成2年

(36. 1) (8. 2) (25. 2) (6. 9) (38. 7) (84. 9) 

平成7年
1, 269 3,069 874 4, 135 1, 490 68,515 

町 (34. 9) (4. 0) (24. 1) (5. 5) (41.0) (90. 5) 

平成12年
991 2, 119 847 5, 523 1,436 59,451 

(30. 2) (3. 2) (25. 9) (8. 2) (43. 9) (88. 6) 

昭和50年
1, 275 908 213 811 562 1,425 

(62. 2) (28. 9) (10.4) (25. 8) (27. 4) (45.3). 

昭和田年
1, 029 994 277 1, 175 509 2, 136 

j頼 (56. 7) (23. 1) ( 15. 3) (27. 3) (28. 0) (49. 6) 

昭和60年
904 1, 190 369 2, 188 485 2,821 

(51. 4) (19. 2) (21. 0) (35. 3) (27. 6) (45. 5) 
戸 596 1, 734 301 2, 197 468 3,664 
平成2年

(43. 7) (22. 8) (22. 1) (28. 9) (34. 2) (48. 3) 

平成7年
689 1,376 273 2, 559 476 4,039 

町 (47. 9) ( 17. 3) (19. 0) (32. 1) (33. 1) (50. 6) 

平成12年
487 1,052 228 1, 934 468 4,025 

( 41. 2) (15. 0) (19. 3) (27. 6) (39. 5) (57. 4) 

昭和50年
1, 882 1, 642 479 1,665 915 2, 114 

(57. 4) (30. 3) (14. 6) (30. 7) (28. 0) (39. 0) 

昭和55年
l, 718 1, 823 454 1, 011 915 3, 390 

(55. 7) (29. 3) ( 14. 7) (16. 2) (29. 6) (54. 5) 

1, 579 2, 190 428 1, 800 845 4,463 
昭和60年

(55. 4) (25. 9) (15. 0) (21. 3) (29. 6) (52. 8) 

崎
平成2年

1,291 2,376 413 3,651 822 6,071 

(51. 1) (19.6) (16. 4) (30. 2) (32. 5) (50. 2) 

平成7年
.1, 205 2,420 367 3,414 775 6,067 

町 (51. 4) (20. 3) (15. 6) (28. 7) (33. 0) (51,.0) 

平成12年
953 1, 724 299 2, 070 736 6, 142 

(48. 0) (17. 4) ( 15. 0) (20. 8) (37. 0) (61. 8) 
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施設整備水準等の状況 （単位・%、戸）

保内町 伊方町 瀬戸町 三崎町 県平均

道路（改良率） 37.9 34.6 54.4 33.6 49. 7 

国道 90.4 100. 0 64.8 99. 7 84. 7 

県道 79.6 81. 9 41. 7 37.5 57. 7 

市町村道 29. 7 23.3 55.4 23. 9 45. 1 

水道普及率 99. 3 93.9 100.0 99.2 92.8 

下水道普及率 5. 7 0.0 0.0 0.0 44. 7 

し尿収集率 33.9 61. 9 53. 7 32.4 26.5 

ごみ収集率 100. 0 100.0 100.0 100.0 100.0 

保育所数 3 5 4 2 

老人ホーム数 2 1 。 。
幼稚園数 1 。 。 。
小学校数 5 5 4 5 

中学校数 1 1 1 3 

公民館数 5 3 1 1 

体育館数 1 1 1 1 

(i主）道路改良率の数値は平成13年4月1日現在。

道路改良率の出典は、「愛媛の道路」（愛媛県土木部道路都市局道路建設課）を使用。

道路改良率は、車道幅員5目 5m未満の規格改良済み及び公団管理、旧道、新道を含む。

また、自転車道は含まない。

(2）問題点の整理

①交通施設及び通信施設の整備

ア広域交通体系の整備

立地地域は愛媛県の西部に位置し、四国と九州を結ぶ重要なフェリー航路が

あり、海上交通の要衝となっていることから、今後、観光や物流の重要なルー

トとしての発展が期待されるが、四国の最西端に位置するという立地条件を生

かし、九州とのアクセスカを強化する必要がある。

イ 基幹的な道路、港湾の交通施設

立地地域の海岸線は、典型的なリアス式海岸を形成するとともに、大部分が

急傾斜地となっており、地形的な制約から陸上交通の整備が遅れている。また、
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が提供されない恐れやサービス提供時期の遅れ、提供されるサービス内容の低

さが懸念、されている。

また、基盤整備が進んで、も、個々の地域住民が情報通信革命の急速な展開に

取り残されることにより、ピ‘ジネスチャンスや生活の改善等に有益な情報を取

り逃がすなど、その恩恵、を享受できないことが懸念される。

このため、高速・大容量の情報通信基盤の整備をはじめ、ハード・ソフト両

面からの施策を推進し、高度情報通信社会のメリットを誰もが享受できる地域

社会づくりを進める必要がある。

②農林水産業、商工業その他産業の振興

農業

立地地域の農業は、耕地面積の97%が樹園地で、かんきつに特化した地域で

あり、うんしゅうみかん、いよかん、甘夏かん等が主流を占め、全国有数の銘

柄産地を形成している。また、以前は、常に水不足に悩まされていたが、南予

用水事業の完成により、農業用水や生活用水が確保されるとともに、生産基盤

の整備や経営の合理化、安定化が図られている。

しかしながら、就業者の農業以外への流出や高齢化の進展など、意欲や能力

に優れた担い手の確保や育成が急務となっている。

また、近年のうんしゅうみかんの不安定な生産量、産地問競争の激化や消費

者ニーズの多様化による価格の低迷、さらには、地質や地形の関係から、他の

商品作物を見出し難い等の多くの課題を抱えているロ

このような状況を踏まえ、適地適作を基本に、消費者ニーズに適合した優良

品種の導入や農産物の高品質化、低コスト生産に努め、営農条件などの環境の

整備を図るとともに、定住基盤条件である生活基盤の整備を進め、地域農業の

振興と豊かな地域づくりを展開することが重要となっている。

ア

林業

立地地域は、小規模の農家林家が多くを占め、木材価格の長期にわたる低迷

や森林所有者の高齢化等による採算性の悪化などから、森林所有者の林業への

意欲が低下して、手入れされない森林が増加する傾向にあり、森林の持つ機能

低下が懸念される状況となっている。

その一方で、水源のかん養や県土の保全機能、地球温暖化対策における効果

等、森林の持つ多様な機能が見直されており、その保全、育成に対する県民の

理解は深まりつつある。

このような状況を踏まえ、森林の多憾な機能と公設生を確保し、その機能を

anu
－
 

－
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造などの食品加工関連産業が集積している。また、保湿性の高い木製食品容器

の開発など、独自の分野で高い企画・開発力を持った企業も存在している。

しかしながら、一方で、は、全国と同様、本県においても開業率が廃業率を下

回る逆転現象が続いており、特に、立地地域においては、高齢化・過疎化の進

展も相まって、厳しい経済環境が続いていることから、立地地域の経済の活性

化を図っていく上で、これからの産業社会の牽引役となる企業群を創出するた

め、起業の促進強化に取り組む必要がある。

キ商業

立地地域の小売業は、 1人当たりの年問販売額（平成11年商業統計）では、

県平均l,040千円に対し、 4町では524千円と低く、商店街の空き店舗率（平成

13年度商店街実態調査）も17.4%と、県辛均12.4%を5ポイント上回るなど、

大変厳しい状況である。店舗面積i,ooorrfを超える大型店は、保内町に 1店ある

のみで、他に具体的な出店の動きはないものの、地元購買率は、全県平均1.0に

対し0.5と、住民の2人に1人が近隣市町村で消費していることになる。

このため、立地地域の人口減少や高齢化の進展、消費エーズの低迷などに対

応するため、地域産業のーっとして商業の振興を図る必要がある。

③生活環境の整備

ア 簡易水道設備、下水道設備

定住基盤の整備に当たっては、生活様式の高度化、多様化に対応するととも

に、快適な生活環境の形成を図ることが必要で、ある。

このため、特に、上水道、下水道の整備が重要な課題となっているが、近年

の生活水準向上による水需要の増加により、引き続き使用水量が増加する見込

みであり、小規模水源の有効利用、地下水の適正利用、用水相互の合理的配分

の推進などにより、水を計画的、効率的；こ利用した上水道の整備を図る必要が

ある。

さらに、公共用水域の水質保全を図るとともに、自然との共生、循環型社会

を構築するためには、下水道施設などの生活排水処理施設はナショナルミニマ

ムとして必要不可欠で、あり、早急な整備が必要であるc

イ 廃棄物処理

近年の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済活動やライフスタイルは、

ごみ排出量の増大や質の多様化をもたらし、加えてごみ焼却に伴うダイオキシ

ン類の発生や最終処分場の確保難の問題が起こっている。

A
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このため、災害時における情報収集機能の強化など、危機管理体制を充実す

るとともに、治山・ J台水対策などにも取り組み、洪水や土砂災害等による被害

を未然に防止する。

また、建物の耐震化や中心市街地の防災性向上など、災害に強いまちづくり

を目指すとともに、万一、災害が発生した場合に備え、消防・救急搬送体制の

強化に積極的に取り組むことが求められている。

特に、立地地域は、過疎化、高齢化が進展し、年々増加する救急需要に迅

速・的確に対応するとともに、緊急災害時の対応力の強化が求められている。

イ治山・治水

立地地域は、細長い半島に位置し、平地部がほとんどなく、山地が海岸付近

まで‘迫っている。地質は、一帯が脆弱な三i皮川変成岩類に属していることから、

豪雨時には、大規模な土砂災害を引き起こす可能性の高い地域である。そのた

め、土砂災害危険箇所が410箇所存在し、平成10年10月には三崎町において死者

1名を出す土石流災害が発生している。これらの土砂災害危険箇所を整備する

には、膨大な費用と時聞がかかることから、整備水準はかなり低い状況である。

また、立地地域は、夏季には台風が頻繁に襲来し、豪雨に見舞われる地域で

あり、計画的、総合的な治山対策が求められているc

さらに、立地地域の河川は急流で、流路が短いため、洪水に際しては、流量

が急増し、水害を起こしやすい特徴がある。特に、市街地を流れる河川が氾濫

した場合、氾i監区域には、原子力防災上の防災拠点や避難施設となる役場、学

校等の重要施設が含まれており、これら施設を水害から防御する必要がある。

ウ原子力地域防災

原子力発電所の安全性の確保については、国が法的権限と責任を一元的に所

管しているが、本県としても県民の健康と安全を守る立場から、必要な施策を

強力に展開しているところである。

特に、近年、臨界事故や「もんじゅjのナトリウム漏洩事故、敦賀1号機の

一次冷却水の漏洩事故が発生しており、安全性確保のためのより一層の努力と

地域住民の不安をなくすことが求められている。

今後、原子力発電所周辺住民の安全確保と周辺環境の保全を図り、原子力発

電所の安全性・信頼性をより一層向上させるため、原子力防災訓練の充実・強

化のほか、原子力災害に即応するための放射線防護資機材等の整備や、円滑な

避難誘導を行うための標識や案内板の整備を進めていく必要がある。
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第三次保内町総合振興計画

。計画期間

平成9年度～平成18年度

。将来像・テーマ

みかんと歴史とふれあいの町保内

O基本方針

・夢を育むふるさとの基盤づくり （社会基盤整備）

・人間性豊かな人づくりと個性あふれる地域文化づくり（教育文化振興）

・地域の発展を支える活力ある産業づくり

・やすらぎと生きがいの社会づくり

. i問いのある生活環境づくり

・町民参加の町づくり

②伊方町

O総合計画書の名称

伊方町総合計画2001

0計画期間

平成13年度～平成22年度

。将来像・テーマ

笑顔あふれる郷土伊方町をめざして

O基本方針

－活力と自立の産業づくり （産業振興）

（産業振興）

（保健福祉対策）

（生活環境整備・防災対策）

（住民参加）

－安らぎと幸せの福祉づくり（保健福祉対策）

・教育と文化の人づくり （教育文化振興）

・定住の魅力あふれる生活環境づくり （社会基選翻簡、白百環境整備・防災対策）

－町民参加のまちづくり

③瀬戸町

O総合計画書の名称、

第4次瀬戸町総合振興計画

。計画期間

平成14年度～平成23年度

。将来像・テーマ

（住民参加）

あしたに勇気と希望の風がふくまち瀬戸町

O基本方針

・活力ある生産と就動甥カ淵呆さ札若者が定住できるまちづくり（産業振興）
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不振、急激な少子・高齢化の進展や若者層の流出など、なお数多くの課題を抱えて

いるc

今後、社会環境や社会経済が大きく変化し、地方分権や合併が進展する中で、立

地地域が自立的で長期的な発展を図っていくためには、それぞれの地域の特性を再

確認し、自然や歴史文化、産業など、それぞれ特徴を持った地域資源を補完しあい、

有機的に連携させることにより、今まで以上に一体的な圏域として活動する必要が

ある。

そして、立地地域全体が四国と九州、中国等西瀬戸地域、四国と東アジアの交流

拠点という地理的特性を生かして、他の圏域との広域的なネットワークを形成し、

人的交流、文化的交流、経済的交流を活発化させることによって、地域としてのア

イデンティティを確立するとともに、地域の活性化を図っていくことが必要である。
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N> 
・4

立地地域の目指すべき基本的方向のコンセプト

可



(4）立地地域の振興の基本目標

現在、立地地域には、早急に対処すべき数多くの課題が山積しているが、これら

課題の中には、単独の自治体で取り組んでも解決できないものも多い。

さらに、今後、立地地域が一体的な圏域として長期的、自立的発展を図るために

も、地域として共通の目標を掲げ、一体的に取り組んでいく必要がある。

このようなことから、立地地域の振興の基本目標として、以下の3つを設定する。

【基本目標】

O広域ネットワーク基盤の形成

O産業振興のための基盤づくり

O生活環境基盤の形成 ’ 

①・広域ネットワーク基盤の形成

立地地域は、今後、四国と九州｜を結ぶ新しい国土の大動脈である太平洋新国土

軸における四国側の交流拠点となるだけでなく、海峡交流圏として、九州を経由

しての東アジアに向けた国際性と四国、中国、九州のブロックを超える広域性を

兼ね備えた交流、創造拠点として、将来に限りない可能性を秘めている地域であ

る。

このため、立地地域と高速道路を結ぶ連絡道路となる大洲・八幡浜自動車道の

整備を促進する。また、立地地域である佐田岬半島内の移動及び県内の他地域と

佐問。｜甲半島の移動に不可欠な国道197号と国道378号や主要港湾へのアクセス強化

を図るため、 r周辺の道路網整備を含めた道路ネットワークを形成する。

②産業振興のための基盤づくり

立地地域は、農林漁業が基幹産業となって発展してきていることから、これら

産業基盤の整備を引き続き推進する。特に、かんきつ農業の高度化と経営基盤の

強化、流通加工体制の整備、豊かな漁業資源に恵まれた豊後：水道海域を活用した

資源管理型漁業の推進を図るほか、水産練製品や果樹加工品をはじめとする付加

価値の高い農林水産品の開発や地域ブランド化の促進など、食料、食品供給基地

としての機能強化を図る。

また、佐回岬半島全域を観光資源として、国道197号を軸にした観光の振興を図

る。特に、豊かな自然を体感できるスポーツ施設やキャンプ場、野外レクリェー

ション施設の整備を促進するとともに、第一次産業に関連したフード産業と結び

ついた観光産業の育成を推進する。

さらに、日！J府温泉、湯布院など九州地域の観光地と、佐岡山甲半島をはじめとし

た愛媛県内の美しい自然景観や歴史文化遺産などの観光交流拠点のネットワーク
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w 農林水産業、商工業その他の産業の振興

1 産業振興の方針

経済分野における国際競争の激化やIT化の急速な進展、少子高齢化社会の進

行、地球規模での環境問題の深刻化等に加え、長引く景気の低迷などにより、立地

地域の産業経済を取り巻く環境は大きく変化するとともに、さらに厳しさを増して

し、る。

このような状況の中で、立地地域の産業の活性化や高度化、自立的で持続的な成

長を図るため、地域の特性を生かしながら、地域の実情にあった創造性と活力ある

産業を育成するとともに、これまでに蓄積された産業・技術集積を生かした産業活

動が展開できるよう支援体制の整備、充実を図る。

農業については、県民が一体となった「魅力と活力に満ちた農業・農村jの創造

のため、地域特性を生かした魅力と競争力のある農業の展開、活力と潤いに満ちた

農村の形成、中山間地域の振興による豊かで多彩な県土づくりを基本に、農業・農

村の持続的な発展をめざすc

林業については、「県民参加による新たな“えひめの森林・林業”の創造jを基本

理念とし、めぐみ豊かな「えひめの森林jの創造、活力ある「えひめの森林ノリの

育成、個性を生かした「循環型えひめ流域林業社会jの構築の3つの基本方向に基

づき、森林・林業・木材産業の活性化を図る。

水産業については、「調和と持続・ 21世紀水産えひめの創造Jを基本理念とし、漁

船漁業の持続的な生産体制lの確立、持続的で効率的な養殖生産体制の確立、競争力

のある流通加工体制の構築、快適で活力とi問いのある漁村の形成、活力と競争力の

ある生産者集団の形成、豊かで美しい海や川の環境の保全を基本に、漁業・漁村の

持続的な発展をめざす。

商工業については、「新事業の創出j と「既存産業の高付加価値化・高度化」を産

業振興の施策目標とし、情報や福祉分野等における新事業の育成、中小企業のマー

ケティング支援、産業人材の育成、企業の立地促進、地場産業の活性化、商業・観

光の振興等を図る。
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Ill 

る立地地域においては、農作業の効率化と農産物輸送の合理化が図られるよう、

主要な農道を自然や景観に配慮、しながら計画的に整備する。

(2）林道

林道及び作業道は、森林施業と管理運営を適正かっ効率的に展開していく上で、

欠くことの出来ない施設であるとともに、地域住民のアクセスや森林空間の総合

的な利用の推進としても重要な役割を果たしている。

このため、林道及び作業道の整備を計画的に進める。

(3）漁港関連道

漁港や漁村の良好な自然環境を生かし、県民に親しまれ、都市地域との交流を

図るものとなるよう、潤いと魅力あふれる漁港j魚村の整備を促進するとともに、

漁獲物や漁業用資材等を円滑に輸送できるよう漁港関連道の整備を推進するc

4 地場産業の振興

食品加工業や縫製業等、地場産業の振興は、立地地域における就業機会の創出と

地域経済活性化のために重要である。

このため、設備の近代化や経営の革新を進めるとともに、新技術・新商品の開発

研究・指導やデザインカ・企画力の向上など、ソフト面の高度化に取組み、地場産

業の高付加価値化と地域ブランド化を促進する。

5 企業の誘致対策

企業誘致は、若年層の立地地域外へ流出を防ぐとともに、 Uターン希望者に対す

る雇用の場の提供につながることから、低迷する地域経済の活性化に極めて有効な

手段である。

このため、県や地元自治体の企業誘致に係る優遇制度の活用、きめ細かい誘致活

動や地元教育機関と連携した優秀な人材の確保などにより、地域の実情に応じた企

業や高度な技術を有する魅力ある企業の積極的な誘致を推進する。また、他地域に

比べ、遅れている工業用地の造成のほか、交通基盤や情報通信基盤の整備など、産

業基盤の整備を図り、企業立地環境の整備を積極的に推進するc

6 起業の促進

本県においては、低迷する県内産業の活性化を図るためには、その担い手となる
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v 生活環境の整備

1 生活環境の整備の方針

立地地域は、自然的条件による制約に加えて、若者の減少と高齢者の増加など、

家庭環境、社会環境について、他の地域との格差が広がっており、今後、若年層の

定住化を図るためにも、地域住民のニーズにあった生活が営める魅力ある定住環境

づくりが求められている。

このため、快適でうるおいのある生活に必要不可欠な上下水道の整備を積極的に

推進する。上水道については、水資源の計画的な利用と良質な水質保全に努める。

また、下水道については、生活環境の改善、公共用水域における水質保全を図るた

めに、地域住民のニーズや地域の実情に応じた整備を促進する。

さらに、近年、環境面から問題になっているごみ処理施設については、「愛媛県ご

み処理広域化計画jに基づき施設整備を推進する。

2 簡易水道施設、下水道施設の整備

水道は公衆衛生の向上、生活環境の改善に多大な貢献をし、住民が生活していく

土でなくてはならない施設であるとともに、産業経済の基盤施設ともなっている。

このため、安全で、快適に使える水道水の安定的供給、負担の公平化などの社会的

要請に応えた水資源、の計画的、効率的な利用、水道未普及地域の解消に努め、生活

用水の安定的な供給に一層の努力を払うとともに、広域的な水道整備を積極的に推

進し、経営の合理化、管理体制の強化に努める。

また、立地地域は小さな集務が海岸線に沿って点在している特徴があることから、

下水道施設整備に当たっては、いくつかの地区を集約して焔設整備を図る必要があ

るが、市街地や一定規模以上の集客密集地域については、「愛媛県全県域下水道化基

本構想Jに基づき、公共下水道及び特定環境保全公共下水道による効率的、計画的

な整備促進を図る。

3 廃棄物処理施設の整備

ごみ焼却施設については、原則として処理能力100トン／日以上の全連続燃焼の大

規模施設に集約化を図る。また、最終処分場は、焼却残澄の溶解固化等により、埋

立物の減量化・無害化を図るとともに、より高度な機能を有し、環境保全に十分配

慮した管理型処分場として広域的に整備する。
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島一

必込
『 3

I 苅屋施設及び通信施設の整備

番号 事 業 名

1 一般国道19 7号（名坂道路）

道路改良事業

2 一般国道19 7号（三崎拡幅）

道路改良事業

3 一般県道鳥井喜木津線道路改良

｜事業

4 一般県道佐田岬三崎線道路改良

事業、

5 一般県道三机港蜘董路改良事業

6 町道ミノコシ正野谷線道路改良

事業

7 一般国道197号交通安全施設等

整備事業

8 町道樹碕喜木津筋道路改良事業

原子力発電施設等立地地域振興計画事業一覧表

事業概要 特例措置 事業実施個所 事業主体

の適用

道路改良 L=2,300m 保内町～八幡 愛媛県
ノ

浜市

道路改良 L=460m ＊ 三崎町 愛媛県

道路改良 L=4,800m 保内町～一崎 愛媛県

町

道路改良 L=250m 三崎町 愛媛県

道路改良 L=900m 瀬戸町 愛媛県

道路改良 L=870m 三崎町正野 愛媛県

歩道整備～ L=l,800m 伊方町河内～ 愛媛県

W=2.5m 湊浦

道路改良 L=700m 保内町磯崎 保内町

事業期間 期間内の事業費
所轄官庁

（予定） （単位．百万円）

H9～H18 13,605 国土交通省、

未定 未定 国土交通省

H14～H22 3,300 国土交通省

H14～H22 250 国土交通省

H14～H20 500 国土交通省

H9～H16 450 国土交通省

HlO～H15 .370 国土交通省

日14～H15 80 国土交通省



r 

9 町道西之河内舟来谷線道路改良 道路改良 L=200m 保内町宮内 保内町 H16～H18 150 国土交通省

事業

10 町道湊浦伊方越線道路改良事業 道路改良 L=l,805m 伊方町湊浦～ 伊方町 H6～H17 1,560 国土交通省

伊方越

11 伊方港改修（地方）事業 物揚場 L=120m 伊方町湊浦 伊方町 HlO～H15 95 国土交通省

道路 L=140m 

12 三崎港改修（地方）事業 防波堤 L=50in 三崎町ヨ崎 愛媛県 H9～H18 314 国土交通省

千 （注）「特例措置の適用」欄の＊印の事業については、事業側寺に最鮒に判断片る。

、ノ



L........ 

必h
包D

II 農林水産業、商工業その他の産業の振興

番号 事 業ー 名 事業概要

1 畑地帯総合整備事業 農道 L=l,OOOm 

排水路 L=500m 

付帯施設一式

2 中山間地域総合整備事業 排水路 L=630m 

（佐田岬半島東地区） 農道 L=2,760m 

活性化施設 n=l 

交流基盤 n=l 

生態系保全施設 n=l 

3 中山間地域総合整備事業 農道 L=3,570m 

（佐田岬半島西地区） 集落道 L=2,350m 

農村公園 n=l 

市民農闘 n=2 

4 畑地帯総合整備事業 畑地かんがい掘交

A=51ha 

5 基盤整備促進事業 畑地かんがい施設

A=26ha 

6 基盤整備促進事業 畑地かんがい施設

A=26ha 

7 基盤整備促進事業 畑地かんがい臨空

A=20ha 

特例措置

の適用

、

-

事業期間 期間内の事業費
事業実施個所 事業主体 所轄官庁

（予定） （単位：百万円）

保内町里 愛媛県 HIS～H21 300 農林水産省

保内町 愛媛県 H14～H20 1,165 農林水産省

伊方町 愛媛県 H12～HIS 2,444 農林水産省

瀬戸町

三崎町

保内町川之石 愛媛県 H16～H19 65 農林水産省

伊方町灘

伊方町町見 伊方町 H19～H23 208 農林水産省

伊方町町見 伊方町 H19～H23 207 農林水産省

伊方町湊 伊方町 H19～H23 163 農林水産省



8 基盤整備促進事業 畑地かんがし、脂a:・ 伊方町湊 伊方町 H19～H23 200 農林水産省

A=25ha 

9 基盤整備促進事業 農道 L=870m 伊方町畑 伊方町 H17～H22 348 農林水産省、

排水路 L=120m 

10 基盤整備促進事業 農道 L=750m 伊方町古屋敷 伊方町 H16～H20 300 農林水産省

排水路 L=160m 

11 基盤整備促進事業 水路 L=140m 瀬戸町塩成 瀬戸町 H16 30 農林水産省

12 畑地帯総合整備事業 畑地かんがい施設 三崎町 愛媛県 H元～H18 1,035 農林水産省I 

~ 
A=386ha 

農道 L=l,419m 

13 畑地帯総合整備事業 畑地かんがい施設 三崎町 愛媛県 H元～H14 10 農林水産省

A=104ha 

農道 L=3,906m 

14 漁業集落環境整備事業 漁業集落道 L=35.6m 保内町喜木津 保内町 HlO～H14 46 水産庁

（喜木樹魚港）

15 地域水産物供給基盤整備事業 防波堤 （新設） L=60m 伊方町田之浦 伊方町 H13～H17 700 水産庁

（田之浦漁港） 防波堤 （改良） L=22m 。
護岸（新設） L=85m 一部

-2.5m物揚場備設：） L=85m 一部

.-l.5m物揚揚（新設） L=35m 一部

-2.5m泊地 A=l,750 rd 



<n 

ー

16 

17 

18 

19 

20 

漁港j魚村総合整備統合補助事業

（鳥津漁港）

．漁港封魚場機能高度化事業

（塩成漁港）

t骨湖魚、場機能高度化事業
（四ツ浜 Ull之浜）漁港）

広域漁港整備事業

（佐田岬漁港）

ふるさと林道緊急整備事業

道路（新設） L=270m 

船揚場（改良） L=30m 

蓄養岸壁（新設） L=35m 

埋立 A=4,480 rrf 

物揚場 L=20m 

道路 L=240m

緑地・広場施設 A=2,590rrf 

漁業集落道 L=300m 

西防波堤（改良） L=llOm 

物揚場 L=80m 

泊地 A=6,000rrf 

道路 L=80m

第1防波堤（新設） L=80m 

第1防波堤（改良） L=106m 

林道開設 L=l,650m 

W=5.0m 

一部

伊方町鳥津 伊方町 H7～H15 202.3 水産庁

瀬戸町塩成 瀬戸町 H13～H15 200 水産庁

瀬戸町川｜之浜 瀬戸町 H13～H14 120 水産庁

三崎町串・正野 愛媛県 H13～H22 1,000 水産庁

保内町宮内 愛媛県 HlO～H14 206 林野庁



一

CJ官
官、a

皿生活環境の整備

番号 事 業 名

1 農業集落排水事業

2 保内町公共下水道事業

3 保内町都市下水路事業

4 農業集落排水事業

5 農業集糊除事業

6 伊方町特定環境保全公共下水道

事業

7 漁業集港環挽整備事業

（回之浦漁港）

事業概要

集落処理 35戸

計画人口 11,000人

計画面積 A=236ha 

計画汚水量 7,600m3／日

集水面積 A=64ha

集落処理 47戸

集落処理 39戸

計画人口 4,200人

計画面積 A=70ha 

計画汚水量 2,000m3／日

漁業集落道 L=700m 

集落排水管 L=l,543m 

緑地・広場施設A=2,300ni

事業期間 期間内の事業費
特例措置 事業実施個所 －事業主体

（単位：百万円）
所轄官庁

の適用
（予定）

保内町鼓尾 保内町 H19～H22 200 農林水産省

保内町 保内町 Hl.1～H30 7,000 国土交通省

保内町宮内 保内町 H4～H18 2,000 国土交通省

伊方町亀浦 伊方町 H17～H20 220 農林水産省

伊方町伊方越 伊方町 H19～H22 220 農林水産省「

伊方町大浜、中 伊方町 H14～H22 4,581 国土交通省

之浜、仁田之

浜、湊浦、河

内、小中浦、中内

浦、 JI!永田

伊加T回之浦 伊方町 H9～H17 730 水産庁



N 高齢者の樹止その他の樹止の増進

事業期間 期間内の事業費
番号 事 業 名 事業概要 特例措置 事業実施個所 事業主体

（予定） （単位：百万円）
所轄官庁

の適用

1 町見老人デ、ィサービスセンター 鉄筋コンクリート造平屋建 伊方町九町 伊方町 H14 268 厚生労働省

整備事業 延床面積 A=587.60rrf 

12 



·~ 

v 防災及び国土保全に係る施設の整備

事業期間 期間内の事業費
番号 事 業 名 事業概要 特例措置 事業実施個所 事業主体

（予定） （単位：百万円）
砂背書官庁

の適用

1 消防防災施設等整備事業 消防団詰所 2棟 伊方町仁田之 伊方町 H14 24 消防庁
句

鉄筋コンクリート2階建 浜、小中浦

A=44ni 

2 消防防災施設等整備事業 消防ポンプ自動車 1台 。伊方町九町 伊方町 H15 18 消防庁

3 消防防災施設等整備事業 消防ポンプ自動車 1台 。伊方町湊浦 伊方町 H17 18 消防庁

~ 
4 消防防災施設等整備事業 消防ポンプ自動車 1台 。｛芦方町刀日周 伊方町 H22 18 消防庁

5 消防防災施設等整備事業… 防災行政無線施設整備 。伊方町全域 伊方町 H21 360 消防庁

デ、~タル化（間報系）

6 農地保全事業 011之石地区） 承兼道 L=4,000rn 保内町川之石 愛媛県 H3～H14 250 農林水産省

水路 L=4,000m 

7 地すべり対策事業（広早西前2 排水路 L=300rn 保内町広早 愛媛県 H12～H17 150 農林水産省

期地区） 排水ボーリング、L=700rn

抑止工一式



8 地すべり対策事業（西之河内南 排水路 L=l,900m 保内町西之河 愛媛県 H19～H23 90 農林水産省

地区） 排水ボーリング、L=600m 内

9 地すべり対策事業（南山地区） 排水路 L=3,500m 保内町南山 愛媛県 H18～H22 250 農林水産省

排水ボーリングL=600m

10 地すべり対策事業（楠町南地区） 排水路 L=2佃m 保内町楠町 愛媛県 H17～H21 150 農林水産省

排水ボーリング、L=700m

11 荷家地区地すべり対策事業 集水井工 N=3基 保内町宮内 愛媛県 558～H15 552 国土交通省、

横ボーリング‘L=ll,310m

水路工 L=18加1

包
12 樹巴谷地区地オベり対策事業 抑止杭工 N=344本 保内町宮内 愛媛県 H12～H21 780 国土交通省、

横ボーリング L=6,213ni 

水路工 L=200m 

13 枇杷谷川通常砂防事業 護岸工 L=260m 保内町宮内 愛媛県 H13～H15 300 国土交通省

． 

14 西町地区急傾斜地崩壊対策事業 擁壁工 L=80m 保内町川之石 愛媛県 H14～H15 才O 国土交通省

15 宮の上地区急j民斜地崩壊対策事 擁壁工 L=200m 保内町喜木津 愛媛県 未定 80 国土交通省

業

16 雨井地区地すべり対策事業 集水井工 N=2基 保内町川之石 愛媛県 未定 200 国土交通省

横ボーリング L=l,700m 

水路工 L-5oom 



三』

17 復旧治山事業 谷止工 4個 保内町宮内 愛媛県 Hl2～Hl6 214 林野庁

床固工 3個

流路工一式

18 農地保全事業（脚色区） 承兼道 L=l,200m 伊加T灘 愛媛県 H5～Hl5 205 農林水産省、
水路 L=l5,300m 

19 海岸保全施設整備事業（オノウ 護岸工 L=400m 伊方町オノウ 愛媛県 H5～Hl4 38 農林水産省

ラ地区） フ

20 大成地区急f民斜地崩壊対策事業 援盤工 L=200m 伊方町二見 愛媛県 HlO～Hl4 161 国土交通省

21 地すべり対策事業（足成南地区） 排水路 L=500m 瀬戸町足成 愛媛県 Hl7～H21 600 農林水産省

~ 
排水ボーリング‘L=2,000m

擁壁工一式

22 大江地区地すベり対策事業 集水井工 N=2基 瀬戸町大江 愛媛県 Hl2～Hl6 100 国土交通省

横ボーリング L=390m 

水路工 L=200m 

23 ニシワキ地区急傾斜地崩壊対策 擁壁工 L=260m 瀬戸町川之浜 愛媛県 Hl2～Hl5 160 国土交通省

事業

24 西上B地区制時湖崩壊対策事 採盤工 L=lOOm 瀬戸町塩成 愛媛県 Hl3～Hl5 70 国土交通省

業．

25 ハトノクチ地区急｛劇地崩壊対 擁壁工 L=lOOm 瀬戸町田部 愛媛県 未定 100 国土交通省

策事業



U司__, 

26 

27 

28 

29 

30 

31 

32 

33 

34 

復旧治山事業

地すべり対策事業（黒婆2期地

区）

地すべり対策事業（名取西2期

地区）

地すべり対策事業（釜木地区）

海岸保全施設整備事業（針t東

地区）

名取地区地すべり対策事業

平磯地区地すべり対策事業

大西地区急傾斜地崩壊対策事業

三崎E地区制時ヰ地崩壊対策事

業

山腹工 A=3,000 rrf 瀬戸町塩成

ボーリング暗渠工 18本

L=540m 

排水路 L=500m 三崎町黒婆

抑止工一式

排水路 L=500m 三崎町名取

抑止工一式

排水路 L=I,OOOm 三崎町釜木

排水ボーリングL=I,IOOm

抑止工一式

護岸工 L=400m 三崎町全ドー

アンカー工 N=36本 三崎町名取

横ボーリング L=6,060m 

集水井工 N=Z基 三崎町平磯

横ボーリング L=300m 

擁壁工 L=I30m 三崎町ヨ埼

擁壁工 L=350m 三崎町ヨ崎

愛媛県 Hl4～Hl7 297 林野庁

愛媛県 Hl7～H21 150 農林水産省

愛媛県 Hl8～H22 150 農林水産省

愛媛県 Hl2～Hl7 150 農林水産省’

（ 

愛媛県 H元～Hl5 135 農林水産省、

愛媛県 S63～Hl5 401 国土交通省

愛媛県 Hll～Hl6 100 国土交通省、

愛媛県 Hl2～Hl4 115 国土交通省

愛媛県 未定 200 国土交通省



一＝型

35 統合二級t切l瞳備事業 三崎大川改修 L=845m 三崎町 愛媛県 H5～H18 589 国土交通省、

36 海岸保全施設整備事業（高潮） 再僻堤 L=280m 伊方町田之浦 伊方町 H6～H15 240 水産庁

（田之浦漁港） 護岸 L=213m ，、

37 海岸保全施設整備事業 離岸堤（3基） L=45m 瀬戸町大久 瀬戸町 H14～H16 380 水産庁

（四ツ浜（大久）漁港） (4基） L=80m ／ 

護岸（根固） L=60m 

~ 



巳Z市
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VI 教育及ひ澗学技術の振興

番号 事 業 名

1 保内中学校校舎地震補強事業及

び大規模改造事業

2 宮内小学校体育館地震補強事業

及び大規模改造事業

3 川之石小学校体育館地震補強事

業及び大規模改造事業

4 保内中学校体育館地震補強事業

及び大規模改造事業

5 二見小学校プール改築事業

事業概要 特例措置

の適用

校舎雨模診断・大規模改修

普通教室・管理棟

A=3,576 rrl 

特別教室 A=2,109nf 

体育館町、撰診断・改修 。
A=947 nf 

体育館而、撰診断・改修 。
A=560 rrl 

体育館而、膿診断・改修 。
A=l,888 nf 

プール A=250 nf 

事業期間 期間内の事業費
事業実施個所 事業主体 所轄官庁

（予定） （単位：百万円）

保内町川之石 保内町 H16～H17 569 文部科学省、

保内町宮内 保内町 H20 84 文部科学省、

保内町.JII之石 保内町 H21 51 文部科学省、

保内町川之石 保内町 H22 170 文部科学省、

伊方町二見 伊方町 H15 100 文部科学省
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